
会社概要 （2018年9月30日現在）

役員  （2018年9月30日現在）

株式情報（2018年9月30日現在）

商　　　号 株式会社ティーガイア
 （T-Gaia Corporation）
本社所在地 〒150-8575　
 東京都渋谷区恵比寿4-1-18
 恵比寿ネオナート14F～18F
資　本　金 3,154百万円
設　　　立 1992年2月
事 業 内 容 （1） 携帯電話等の販売及び代理店業務
 （2） ソリューション、ブロードバンド等
  通信サービスの販売取次業務
 （3） 決済サービスその他新規事業、海外事業
販 売 地 域 日本全国、シンガポール
従 業 員 数 4,469名

代表取締役会長 澁谷　年史
代表取締役社長　執行役員 金治　伸隆
取締役 副社長執行役員 CFO  多田　総一郎
取締役 専務執行役員 近田　　剛
取締役 福岡　　徹
取締役 宮下　真弘
取締役（社外取締役） 浅羽　登志也
取締役（社外取締役） 出口　恭子
取締役（社外取締役） 鎌田　淳一
常勤監査役 奥谷　直也
常勤監査役 橋本　　良
監査役（社外監査役） 蒲　　俊郎
監査役（社外監査役） 北川　哲雄 

発行可能株式総数 400,000,000株
発行済株式総数 79,074,000株
株主数 6,902名

株式の状況

氏名または名称 所有株式数　 持株比率

住友商事株式会社 23,345,400株 41.89%

株式会社光通信 11,933,400株 21.41%

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,749,800株 3.13%

株式会社ブロードピーク 1,500,500株 2.69%

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 1,100,500株 1.97%

ティーガイア従業員持株会 737,700株 1.32%

GOVERNMENT OF NORWAY 689,458株 1.23%

GOLDMAN SACHS INTERNATIONAL 541,267株 0.97%

BNP PARIBAS SECURITIES SERVICES LUXEMBOURG /  530,000株 0.95%
JASDEC / FIM / LUXEMBOURG FUNDS / UCITS ASSETS

THE BANK OF NEW YORK MELLON 140044 476,100株 0.85%

大株主の状況

※ 持株比率は自己株式23,345,828株を控除して計算しております。
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リーディングカンパニーとして
変化を先取りし、次なる10年も
持続的な成長を図ってまいります。
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代表取締役社長  執行役員
●　新たなコミュニケーションの提案を通じ、お客様に感動・喜び・安心を提供します。

TGビジョン ～わたしたちの目指す姿～

TGミッション ～わたしたちの使命～

TGアクション ～わたしたちの行動指針～

●　社員とその家族を大切にし、働く喜びを実感できる企業であり続けます。
●　ビジネスパートナー・地域社会・株主と強い信頼関係を築き、ともに発展し続けます。
●　リーディングカンパニーとして、変化を先取りし、新たなビジネスに挑戦し続けます。

●　 。すまし求追をスビーサるえ超を」うとがりあ「 
●　情熱とスピード感を持ち、積極果敢に挑戦します。
●　コミュニケーションを大切にし、風通しの良い職場をつくります。
●　多様性を尊重し、最高のチームワークを実現します。 
●　プロフェッショナルとして日々の自己研鑽に努めます。
●　いかなるときも高い倫理観に基づき誠実に行動し、コンプライアンスを徹底します。

株主の皆様へ

　株主の皆様には益々ご清栄のことと、お喜び申し上げます。
　2008年10月の合併により誕生したティーガイアは、本年、10周年を迎
えることができました。ひとえに、株主様をはじめとするステークホルダー
の皆様のご支援のお陰と、心より感謝しております。
　当社グループの主な事業分野である携帯電話等販売市場では、通信事
業者がポイントサービスやコンテンツ等を充実させ、長期的な顧客基盤の
維持・拡大に取り組んでおります。また、新たな通信事業者の参入予定まで
あと1年を切るなど、今後の市場動向に対する注目がますます高まっており
ます。
　このような事業環境下、一部販路における商流の変更等に伴い、2019年
3月期上期の全社携帯電話等販売台数は194万5千台と前年同期を下回り
ましたが、概ね期初の計画通り推移しております。スマートフォンおよびタ
ブレット比率は、過去最高の84.3％。連結売上高が前年同期比3.7％減の
約2,398億円、営業利益は15.6%増の68億7千万円、㈱クオカードの連結
が寄与し、親会社株主に帰属する四半期純利益は76.5％増の68億8千万
円となりました。
　前期に引き続き当社は、「全社的な生産性の向上」並びに「新たな収益
の柱の構築」に取り組んでおります。
　「全社的な生産性の向上」としては、直営キャリアショップの重要業績評
価指標を全社で共有いたしました。一人当たりの販売台数、残業の少なさ、

お客様の繁閑に合わせた勤務対応などの項目について、各スタッフが切磋
琢磨して他店と競い合っております。
　また、店長会議のほぼ半分をWeb化いたしました。各店舗から本支店へ
移動する負担が軽減され、店長が店舗業務に注力できる時間が増加してお
ります。
　「新たな収益の柱の構築」としては、現在複数の案件に取り組んでおり、
時期が来ましたら順次公表させていただきます。最近の取り組みとしては、
自社初のオリジナルスマートフォンコンテンツ「みんなの暮らしラボ」の提供
を開始いたしました。「知って聞いて使って得する」をコンセプトに、日常の
ちょっとした悩みを専門家に相談するサービスや、本コンテンツの提携先で
ある㈱イーウェルが対象とする30,000 件以上の厳選されたレジャー施設
等において、各種の優待特典を受けることができるサービスを、スマート
フォンユーザー向けに提供してまいります。
　株主様への還元につきましては、前上期比9円増の1株当たり36円50銭
の中間配当を実施。通期でも5期連続増配の73円を予定しております。
通信業界は今、新たな激動の時代を迎えておりますが、ティーガイアとして
この荒波をチャンスと捉え、企業価値・株主価値の更なる向上と持続的成
長の実現に向けて全力を尽くしてまいりますので、引き続きご指導・ご鞭撻
の程よろしくおお願い申し上げます。

配当について
業績の進展状況に応じて、将来の事業展開と経営基盤の強化のた
めに必要な内部留保を確保しながら、配当性向30%以上を目途と 
して利益還元を実施してまいります。

。たしましたいプッアュシッラブ、てしとトプセンコを」くすやりか分りよ「」にルプンシりよ「、ずえ変をスンセッエの念理業企たし表公に月4年4102

2019年3月期　配当金（1株）

36.5円
中間配当金

36.5円（予想）
期末配当金

73.0円（予想）
年間配当金

21

金治 伸隆
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上場来高値　3,230円
（2018年5月2日）

おかげさまで、本年10月1日に10周年を迎えました。
誕生以来、 10年間のあゆみを振り返ります。

2009年1月

東京都渋谷区恵比寿に
本社社屋を移転

2011年6月

ギフトカードを活用した
「カードモールビジネス」を開始

2011年12月

株式会社TG 宮崎を連結子会社化
（2017年4月吸収合併）

2012年4月

社内教育・研修機関
「TG アカデミー」を開校

2012年11月

スマートフォン向け
アクセサリーショップ

「Smart Labo」の展開を開始

2014年3月

日本ワムネット株式会社を
連結子会社化

（2017年2月 発行済株式の
97.5%を保有）

2013年11月

シンガポールに子会社
T-GAIA Asia Pacific
Pte. Ltd. を設立

2015年4月

株式会社キャリア
デザイン・アカデミー設立

2017年12月

株式会社クオカードを
連結子会社化

特集

ティーガイア

日経平均

TOPIX

※日経平均、TOPIXは2008年10月の株価で指数化しております。

株式分割　1：200
（2012年10月）

2010
年

2012
年

2014
年

2016
年

誕生

2008年10月

2018年10月
株式会社ティーガイア

10年のあゆみ

10年前と現在の比較
2008年 2018年

株価

当期純利益

従業員数

513.5円
63.6億円
3,073名

2,963円
135.0億円
4,469名

■ 過去10年間株価推移

（10/1終値） （10/1終値）

（2009年3月期） （2019年3月期（予））

（10/1現在） （9/30現在）

※Amazon、Amazon.co.jp およびそのロゴは
Amazon.com, Inc. またはその関連会社の商標です。 
※ビットキャッシュ、BitCash およびそのロゴは
ビットキャッシュ株式会社の登録商標です。 
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■ 総資産 （億円）

■ 1株当たり四半期（当期）純利益 （円） ■ 純資産 （億円）

■ ROIC（投下資本利益率）（%）

■ 売上高 （億円） ■ 営業利益 （億円）

■ 親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益 （億円）■ 経常利益 （億円）

ROE（自己資本当期純利益率）・営業利益　推移

2014年
3月期

2013年
3月期

127118

26.4%23.4%

2015年
3月期

143

2016年
3月期

156 142 144

29.4% 29.3% 29.7% 30.9% 32.6%※

2017年
3月期

2018年
3月期

149
（予想）

2019年
3月期

営業利益（億円） ROE（％）

※2019年3月期（予想）のROEは、親会社株主に帰属する当期純利益（予想）および自己資本の期中平均
（予想）に基づき算出。

設立以来、高水準の ROEと
営業利益を維持し、

「JPX 日経インデックス 400」にも
5期連続で採用されております。 

※JPX日経インデックス400は、日本取引所グループとその
傘下の東京証券取引所、および日本経済新聞社が共同で
開発し、2014年1月6日から公表が始まった株価指数です。

第2四半期（累計）連結業績・財務指標推移

■ 配当の推移

※上記の数値につきましては、過去に実施いたしました株式分割を勘案した数値を掲載しております。

35.0

2013年
3月期

43.0
52.0

2016年
3月期

37.5

2015年
3月期

35.0

2014年
3月期

2017年
3月期

55.0

2018年
3月期

2019年
3月期

1株当たり配当額（円）　　　　　　配当性向（%）
（予想）

1株当たり
18円増配（前期比）

73.0

42.3 40.3

33.3 31.1 30.1 30.2 30.1

2,563

5,515

2,489

5,527

2017年3月期 2018年3月期

2,397

5,400
（予想）

2019年3月期

59

142

59

144

2017年3月期 2018年3月期

68

149 
（予想）

2019年3月期

60

142

60

153

2017年3月期 2018年3月期

102

200
（予想）

2019年3月期

40

96

39

101

2017年3月期 2018年3月期

68

135 
（予想）

2019年3月期

70.75

172.62

70.00

182.34

2017年3月期 2018年3月期

257
293 317

364

2017年3月期 2018年3月期

123.56

242.24 
（予想）

2019年3月期

418

2019年3月期

696

1,599 1,646

2018年3月期

694 752

2017年3月期 2019年3月期 2016年3月期 2017年3月期 2018年3月期

17.3% 17.6%
20.3%

第2四半期(累計)　　　 通期　　 (単位未満切捨て)第2四半期(累計)　　　 通期　　 (単位未満切捨て)
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85.0 %

売上高構成比 

■ 当社グループキャリアショップ店舗数  （直営店・代理店含む）（2018年9月末現在）

■ 店舗投資 ■ 人財教育

モバイル事業 Mobile Telecommunication Business

携帯電話等の販売及び代理店業務

通信事業者にとって販売代理店は、日々多くのユーザーと接するチャネル。
携帯電話の流通や販売において重要な役割を担っております。

■ 業界におけるティーガイアの役割と位置付け

2019年3月期 第2四半期（累計）

売上高

2,036億円
営業利益

54.8億円
四半期純利益

37.0億円

事業別の業績と取り組み

コラボレーションショップ Smart Labo 新店舗

直営キャリアショップ新店舗

博多駅地下街店

４店舗運営中

コクーンシティ さいたま新都心

auショップ イオンタウン姶良
（鹿児島県）

楽天モバイル ららぽーと磐田店
（静岡県）

2018年10月１日 OPEN

ドコモショップ

281店
内直営店173店

auショップ

417店
内直営店85店

ソフトバンク
ショップ

347店
内直営店40店

UQスポット

32店
内直営店9店

ワイモバイル
ショップ

35店
内直営店2店

楽天モバイル
ショップ

17店
内直営店17店

1,129店
内直営店326店

合計

柔軟な
プログラム

蓄積された
ノウハウ

現場力の
高い講師陣

●自社はもちろん、パートナー
代理店も含めたTGグループ
に研修・教育を実施　

●モバイル業界を中心に幅広い
研修・教育サービスを提供
【主要受託実績】
・全国携帯電話販売代理店協会
・CATV事業者
・銀行、自動車メーカー等、他業界
での実績多数

●スタッフ向けeラーニング
サービス「CDA ONLINE」
コンテンツを拡充

当社グループ会社（株）キャリアデザイン・アカデミーを通じ、
業界最大手のノウハウを活かして人財育成を推進

■ 売上高　■ 営業利益　■ 四半期純利益　（億円） 

2018年3月期 
第2四半期（累計）

2,091

43.4
27.8

2,036

54.8
37.0

2019年3月期 
第2四半期（累計）

携帯電話販売業界

の特徴

質の高い販売員

安心できる
アフターサービス

豊富な品揃え NTTドコモ、 au（KDDI）、
ソフトバンクなど

通信事業者
（サービス提供者）

● 通信インフラの整備
● 新サービスの提供

（キャリアショップ・
併売店）

直営店

（キャリアショップ・
併売店）

代理店

（家電量販店・
総合スーパー）

量販店

ユ
ー
ザ
ー（
お
客
様
）

多
様
な
チ
ャ
ネ
ル
を
通
じ
て

携
帯
電
話
を
販
売

直
販

委
託

7 8

楽天モバイル



● 通信インフラの整備　● 新サービスの提供
NTTドコモ、 au（KDDI）、ソフトバンクなど

通信事業者
（サービス提供者）

代理店

法人顧客

サ
ー
ビ
ス
提
供

サ
ー
ビ
ス
利
用
・
料
金
の
支
払

受取手数料

支払手数料

代金の
受取

携帯電話、
各種サービスの
販売・契約の取次

代金の
支払

携帯電話の
仕入

5.4 %

売上高構成比 

2019年3月期 第2四半期（累計）

支払い有効化有効化
依頼

ユーザー（お客様）

事業者

コンビニエンスストア等

支払い有効化有効化
依頼

支払い有効化購入

利
用

サ
ー
ビ
ス
提
供

■ギフトカード取り扱い店
コンビニエンスストア、ドラッグストア、スーパーマーケット等
（その他、当社の一部直営店等）

携帯電話販売事業（法人顧客向け） ギフトカードの販売モデル

9.6 %
売上高構成比 

2019年3月期 第2四半期（累計）

※2018年3月期第4四半期より、㈱クオカードのカード退蔵益を営業外収益として
計上しております。

ソリューション事業 Enterprise Solution Business

法人顧客向けの携帯電話等の販売やソリューションサービスの提供、固定通信サービスの販売取次業務

事業別の業績と取り組み

決済サービス事業他 Settlement Service & Other Business

決済サービス、海外事業、その他新規事業

グループ会社日本ワムネット㈱と
共同でRPAビジネス推進中

共同で中小企業・小規模事業者の
業務効率化による生産性向上をサポート

※ 「ロボティック・プロセス・オートメーション」の略語。
　人工知能を備えたソフトウェアのロボット技術により、
　定型的な事務作業を自動化・効率化すること。

※ビジネス開始 ㈱クオカード取り組み

　既存QUOカードの発行・利用 好調
「デジタル版QUOカード」発行開始に向け取り組み推進中

人気シリーズの商品拡充や
販路拡大へ取組む

【デジタルQUO利用イメージ】

ネットでもらって、コンビニ等の
リアル店舗で“すぐに”使える

● QUOカード発行高

2018年3月期 
第2四半期（累計）

2019年3月期 
第2四半期（累計）

売上高

130億円
営業利益

10.3億円
四半期純利益

7.1億円

売上高

231億円
営業利益

3.5億円
四半期純利益

24.6億円

■ 売上高　■ 営業利益　■ 四半期純利益　（億円） 

2018年3月期 
第2四半期（累計）

119

9.3
6.5

130

10.3
7.1

2019年3月期 
第2四半期（累計）

■ 売上高　■ 営業利益　■ 四半期純利益　（億円） 

2018年3月期 
第2四半期（累計）

277

6.6 4.6

231

3.5

24.6

2019年3月期 
第2四半期（累計）
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1. ネットでもらって 2. スマホで貯めて 3. “お店ですぐ”使える
→アンケート回答や

→飲料の購入
　キャンペーン等

デジタル版
QUOカード

約15％増

■
■



■ 四半期連結貸借対照表 （単位：百万円）

■ 四半期連結損益計算書 （単位：百万円）

■ 四半期連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：百万円）

ラウンジ

「TG REPORT（株主通信）」をご覧いただき、誠にありがとうございます。当社グループは、IR（投資家向け広報）活動の一環として、
株主の皆様とのコミュニケーション促進を図るべく、アンケートを実施させていただいております。前回のアンケートにおきましては、896
名の株主様よりご回答をいただきました。
貴重なご意見・ご要望は、今後のIR活動および「TG REPORT」作成の参考にさせていただきます。皆様のご協力に感謝申し上げます。

株式購入のポイントとして「株主優待」が最多となっており、
次いで「配当」「将来性」「成長性」となっております。

98％の方に「理解できた」「おおよそ理解できた」と
ご回答いただきました。

配当・株主優待について
●カードのデザインがとてもよかったです。
●優待がデジタル版QUOカードになり、便利になればいいで
すね。
●ティーガイアならではの特色のある株主優待だと思います。

株主様と当社グループの
コミュニケーションコーナーです。

アンケート結果報告

TG Reportの
内容

64%

2%

34%

前第2四半期（2017年4月1日～2017年9月30日） 当第2四半期（2018年4月1日～2018年9月30日）

売上原価：206,534
販売費及び一般管理費：26,386

特別
利益
20

営業外
収益
3,345

営業外
費用
12

特別
損失
38

法人税等
3,298

親会社株主に
帰属する

四半期純利益
3,901

経常利益
6,000

営業利益
5,947

営業
利益
6,873

経常
利益

10,205 税金等調整前
四半期純利益
10,187

非支配株主に
帰属する

四半期純利益
3

親会社株主に
帰属する

四半期純利益
6,885

売上高
239,795

売上高
248,911

流動資産
143,291

流動資産
146,458

固定資産
18,214

純資産
36,473

流動負債
118,138

固定負債
4,719
純資産
41,814

資産合計
159,923

資産合計
164,672

負債・純資産合計
164,672

資産の部 負債・純資産の部
負債・純資産合計
159,923

流動負債
116,443
固定負債
7,006

現金及び
現金同等物の
期首残高
16,850

営業活動による
キャッシュ・フロー
17,440

投資活動による
キャッシュ・フロー
△1,455

現金及び
現金同等物の
四半期末残高
28,810

2018年
3月31日現在

2018年
9月30日現在

2018年
3月31日現在

2018年
9月30日現在

16,631
固定資産

当第2四半期（2018年4月1日～2018年9月30日）

株主様の声

財務活動による
キャッシュ・フロー
△3,949

理解できた おおよそ理解できた 分かりにくかった将来性 収益性 企業理念 事業内容

配当 株主優待 その他財務内容 株価の値頃感
成長性

当社株式の
購入ポイント

14%

10%

12%
2%

6%3%

1%

4%

30%

18%

経営について
●QUOカードのデジタル化に関心があります。
●QUOカード事業の見通し、財務への影響を知りたい。
優待ありがとうございます。

第2四半期（累計）連結財務諸表（要旨）
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ラウンジ 株主様と当社グループの
コミュニケーションコーナーです。

当社では、社員の健康管理について積極的に取り組んでおります。企業理念に掲げる「社員とその家
族を大切にし、働く喜びを実感できる企業であり続ける」ためには、社員の健康維持・増進を積極的に
支援していくことが重要と考え、【ティーガイア 健康宣言】を策定し、本年10月に公表いたしました。
今後も、社員一人ひとりがいきいきと仕事に取り組むことができるよう、様々な健康施策に推進してま
いります。

ティーガイアは「社員とその家族を大切にし、働く喜びを実感できる企業であり続けます。」を会社の一番重要な使命として掲げており、わたしたちと、
わたしたちの家族がより健康で、エネルギーに満たされた状態にあることが、事業の発展にとって重要だと考えます。
将来にわたって「新たなコミュニケーションの提案を通じ、お客様に感動・喜び・安心を提供する」企業であり続けるために、人事担当役員を中心に社員の
健康維持・増進を積極的に支援していくことを宣言いたします。

●会社は、人財の「多様性を尊重する」とともに、「健康のかたちもまた多様である」という認識の下、全ての社員が安全で衛生的で健康的に労働できる
「風通しの良い職場環境」を整備し、最高のパフォーマンスを生み出す働き方を支援します。
●社員は、自分自身がより健康であることが、会社のエネルギーの源であることを十分意識するとともに、健康維持・増進に関わる最新の情報、社内外の
制度を正しく理解したうえで、自身がより健康であるために必要な情報を会社や同僚に向けて積極的に発信していきます。そして、職場の理解を得ながら、
互いに支え合い、自身が目指す健康の実現に向けて行動します。

本年4月開設の社内相談窓口。「社員を
サポートする憩いの場」として、社内産
業カウンセラーによる対面相談を実施
しております。

社員の「こころ」と「身体」の両面から健康の維持・増進を図るとともに、全社のパフォーマンス向上を目的として、本年4月、
人事・総務部に「健康管理チーム」を新設し、社員の健康を総括的にサポートしております。

当社では、2018年11月より当社運営キャリアショップの一部にて、自社初のオリジナルスマートフォンコンテンツ「みんなの暮らし
ラボ」の提供を開始いたしました。
「みんなの暮らしラボ」では、日常のちょっとしたお悩みをWEB上で直接専門家に相談したり、過去のデータベースにある相談内容
の事例を閲覧したりすることで、お悩み解決のヒントを得ることができます。また、各種の優待特典を利用して、毎日をお得に楽し
んでいただくことも可能です。
本サービスをお申し込みいただいた会員様だけでなく、ご家族やご友人と一緒に、毎日をもっと豊かに、楽しく過ごしていただける
よう願いを込めて、本サービスをお届けいたします。

社員の健康維持・増進、肩こり・腰痛等
による生産性の低下・疲労の解消を目
的として設置。視覚障がいを持つヘル
スキーパーが常駐し、施術を行ってお
ります。

ティーガイアの働き方改革

社員の「健康維持・増進」と「パフォーマンス向上」に向けた取り組み

TG-Support Lounge TG- マッサージルーム

ティーガイア初のオリジナルコンテンツ

月額 730円（税抜）

※"みんなの暮らしラボ"は、NTTドコモの「dアカウント」でログインいただけます。

ティーガイア　健康宣言
－健康宣言－

－行動方針－

13 14


